
22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　
（２）法人の場合

区　　　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅰ　一般の課税方式 譲渡収入－（帳簿価額＋譲渡費用）＝譲渡利益
譲渡利益＝譲渡所得
　（注）商品等の販売益と同様に課税所得に含まれる。

Ⅱ　土地の譲渡益に対する課税 ⑴　一般の土地の譲渡等
　　（平成10年１月１日から令和２年３月31日までの間の譲渡については，適用停止）
　イ　課税対象
　　　法人（非課税法人等を除く。）の取得した土地等の譲渡益
　　①�　株式の譲渡益や土地売買の仲介手数料のうち実質的に土地等の譲渡益等と認めら

れるものも課税対象とする。
　　②　下記⑵の適用を受けるものを除く。
　　③　次に掲げる土地等の譲渡は，課税対象から除外する。
　　　イ�　継続して営む住宅，造成宅地等の供給事業に係る棚卸資産に該当するものの譲

渡
　　　ロ�　平成４年１月１日から令和元年12月31日までの譲渡のうち，国，地方公共団体，

独立行政法人都市再生機構等に対する譲渡及び一定の優良な住宅地開発事業等の
ためにされる譲渡で一定の要件を満たすもの（個人の場合に軽減税率の対象とな
るものと同様）

　ロ　課税標準
　　　譲渡収入－（帳簿価額＋直接・間接に要した経費）＝譲渡益（課税所得）
　　①�　この課税標準は，法人の各事業年度の所得と別個に計算し，各事業年度の所得と

の通算は認めない。
　　②　直接・間接に要した経費は，実績値と概算値との選択を認める。
　ハ　税　額
　　　譲渡益×５％＝追加課税分の税額（法人税）
⑵　短期所有の土地の譲渡等
　　（平成10年１月１日から令和２年３月31日までの間の譲渡については，適用停止）
　イ　課税対象
　　�　法人（非課税法人等を除く。）が他の者から取得した土地等で，譲渡のあった年の
１月１日において所有期間５年以下であるものの譲渡益

　　①　⑴のイ①に同じ
　　②　次に掲げる土地等の譲渡は，課税対象から除外する。
　　　イ　国又は地方公共団体に対する譲渡
　　　ロ�　独立行政法人都市再生機構，土地開発公社等の行う住宅建設又は宅地造成の用

に供するための譲渡
　　　ハ　収用換地等による譲渡
　　　ニ�　都市計画法の開発許可を受けて行う1, 000㎡以上の一団の造成宅地の譲渡で適

正価格要件等を満たすもの
　　　ホ�　開発許可を要しない場合の1, 000㎡以上の一団の造成宅地の譲渡で適正価格要

件等を満たすもの
　　　ヘ�　一定の新築住宅の敷地の用に供された1, 000㎡以上の一団の宅地の譲渡で適正

価格要件等を満たすもの
　　　ト�　次に掲げる1, 000㎡未満の一団の宅地の譲渡で，その譲渡価額が適正であるも

の
　　　　㋑�　一団の造成宅地でその造成が優良な宅地の供給に寄与するものであることに

ついて市町村長等の認定を受けたもの
　　　　㋺�　一団の宅地で，一定の新築住宅（その新築が優良な住宅の供給に寄与するも

のであることについて市町村長等の認定を受けたものに限る。）の敷地の用に
供されたもの

　　　チ�　宅地建物取引業者の行う居住用土地等の譲渡でその取得後一定期間内に行われ
るもののうち土地等の売買の代理又は媒介に関し報酬を受ける行為に類するもの

　　　リ�　不動産特定共同事業者の行う土地等の譲渡で，不動産特定共同事業契約に係る
事業参加者から取得した土地等の譲渡

　　　ヌ　土地等の贈与による譲渡で国又は地方公共団体等に対する寄附に該当するもの
　ロ　課税標準
　　　⑴のロに同じ
　ハ　税　額
　　　譲渡益×10％＝追加課税分の税額（法人税）
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）

区　　　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

Ⅲ�　特別控除及び買換え等の特
例
　⑴　収用換地等の場合

イ　６月以内に譲渡すること等を条件として
○　譲渡利益－5, 000万円＝課税所得
㋺�　ただし，収用等のあった日から原則として２年以内に代替資産を取得する場合又は換
地処分等により交換取得資産を取得する場合には，上記の課税の特例と圧縮記帳による
課税の繰延べとのいずれかの選択ができる。

　⑵�　特定土地区画整理事業等
のために土地等を譲渡した
場合

イ�　国，地方公共団体等が都市計画事業として行う土地区画整理事業，住宅街区整備事業，
第一種市街地再開発事業又は防災街区整備事業等のために買い取られる場合
ロ�　都市計画法の規定に基づき，第一種市街地再開発事業の事業予定地内の土地等が，事
業計画認可前に設立された市街地再開発組合に買い取られる場合
ハ�　防災街区整備事業の事業予定地の土地等が，当該防災街区整備事業の都市計画法によ
る事業認定前に設立された防災街区整備事業組合に買い取られる場合
ニ　古都保存法等に規定する買取請求に基づき地方公共団体等に買い取られる場合
ホ�　重要文化財，史跡，名勝，天然記念物や国立公園及び国定公園の特別地域又は自然環
境保全地域の特別地区として指定された土地を国又は地方公共団体等に買い取られる場
合
ヘ　保安林等に係る土地を保安施設事業のために国又は地方公共団体に買い取られる場合
ト�　集団移転促進事業計画により移転促進区域内の農地等が地方公共団体に買い取られる
場合
チ�　農用地利用改善事業の実施区域内にある農用地が農地中間管理機構に買い取られる場
合
○　譲渡利益－2, 000万円＝課税所得
（注�）特定土地区画整理事業等の用に供するために土地等を譲渡した場合において，同一
事業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは，これらの譲渡のう
ち，最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この特別控除は適用しない。

　⑶�　特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合

イ　地方公共団体等の行う住宅建設又は宅地造成事業のために買い取られる場合
ロ�　収用の対償に充てられる土地等，住宅地区改良法の改良住宅建設のための改良地区外
の土地等又は公営住宅法の規定による公営住宅の買取りにより地方公共団体に買い取ら
れる場合
ハ�　平成６年１月１日から令和２年３月31日までの間に，開発許可を受けて行われる一団
の宅地造成事業（一団の土地の面積が５ha以上等の要件を満たすもの）等のために事業
者に土地等を買い取られる場合
ニ�　「公有地の拡大の推進に関する法律」第６条第１項の協議に基づき地方公共団体等に
土地を買い取られる場合
ホ�　地方公共団体が空港周辺整備計画に基づいて行う空港周辺の整備に関する事業のため
に土地等を買い取られる場合
ヘ�　沿道地区計画の区域内にある土地等が，地方公共団体等の行う沿道整備道路の沿道の
整備のための一定の事業の用に供するために，地方公共団体等に買い取られる場合
ト�　特定防災街区整備地区又は防災街区整備地区計画の区域内の土地等が，地方公共団体
等の行う地区の防災及び安全に関する機能の向上等を図るための一定の事業の用に供す
るために，地方公共団体等に買い取られる場合
チ�　「中心市街地活性化法」の認定基本計画の区域内の土地等が，地方公共団体又は一定
の中心市街地整備推進機構の行う中心市街地の整備のための一定の事業の用に供するた
めに，地方公共団体等に買い取られる場合
リ�　景観計画の区域内の土地等が，地方公共団体又は一定の景観整備機構の行う景観計画
に定められた景観重要公共施設の整備に関する事業の用に供するために，これらの者に
買い取られる場合
ヌ�　都市再生整備計画の区域内にある土地等が，地方公共団体又は一定の都市再生整備推
進法人の行う一定の公共施設の整備に関する事業の用に供するために買い取られる場合
ル�　認定歴史的風致維持向上計画における認定重点区域内にある土地等が，地方公共団体
又は一定の歴史的風致維持向上支援法人の行う公共施設又は公用施設の整備に関する事
業の用に供するために買い取られる場合
ヲ�　国，地方公共団体又は地方公共団体の出資に係る一定の法人が国又は都道府県の作成
した総合的な地域開発に関する計画に基づいて行う工業用地等の造成事業のために土地
等を買い取られる場合
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22.　譲　　渡　　所　　得　　課　　

区　　　　　　分 課　　　　　　　税　　　　　　　制　　　　　　　度

　⑶�　特定住宅地造成事業等の
ために土地等を譲渡した場
合（続）

ワ�　「商店街活性化法」の認定計画に基づく商店街活性化事業又は認定支援計画に基づく
商店街活性化支援事業，「中心市街地活性化法」の中小小売商業高度化事業で一定の要
件を満たすものの用に供するために地方公共団体の出資に係る法人等に土地等が買い取
られる場合
カ�　農業協同組合の行う宅地供給事業で一定の要件を満たすもののために農地等を譲渡し
た場合又は独立行政法人中小企業基盤整備機構の他の事業者との事業の共同化若しくは
中小企業の集積の活性化のための資金融資を受けて造成する土地等で一定の要件を満た
すもののために土地等を買い取られる場合
ヨ�　総合特別区域法に規定する共同して又は一の団地若しくは主として一の建物に集合し
て行う事業の用に供する土地の造成に関する事業で，都市計画等の土地利用に関する国
又は地方公共団体の計画に適合することその他の一定の要件に該当するものとして市町
村長等が指定したものの用に供するために買い取られる場合
タ�　産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備事業のために地方公共団体の出資に係る法人
等に土地等を買い取られる場合
レ�　「広域臨海環境整備センター法」による基本計画の認可を受けて行う廃棄物の搬入施
設の整備事業の用に供するために土地等を広域臨海環境整備センターに買い取られる場
合
ソ　生産緑地地区内の土地を買取申出等に基づき地方公共団体等に買い取られる場合
ツ　「国土利用計画法」による規制区域内の土地等を地方公共団体等に買い取られる場合
ネ�　国，地方公共団体等が作成した地域開発保全整備計画で土地利用の調整等に関する事
項として土地利用基本計画に定められたものに係る事業の用に供するために土地等を地
方公共団体等に買い取られる場合
ナ�　土地区画整理促進区域内，住宅街区整備促進区域内又は市街地再開発促進区域内の買
取申出に係る土地等が地方公共団体等に買取られる場合若しくは拠点業務市街地整備土
地区画整理促進区域内の買取申出に係る土地等が地方公共団体等に買取られる場合
ラ�　土地区画整理事業の施行に伴い，既存不適格建築物の敷地として換地を定めることが
困難な場合において，申出又は同意により交付される清算金を買い取られるとき
ム�　被災市街地復興土地区画整理事業の施行に伴い，保留地が定められた場合に，土地等
に係る権利変換により土地等のうち保留地の対価の額に対応する部分の譲渡をしたとき
ウ�　マンション建替事業が施行された場合において，やむを得ない事由により，土地等に
係る権利変換により補償金を取得するとき又は一定の請求により土地等が買い取られる
場合
ヰ�　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該
当するマンションの敷地の用に供されている土地等につき一定のマンション敷地売却事
業が施行された場合において，その土地等に係る分配金取得計画に基づき分配金を取得
するとき又はその土地等が売渡し請求により買い取られるとき。
ノ�　「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」により管理地区として指
定された区域内の土地を国若しくは地方公共団体に譲渡した場合又は鳥獣保護区の特別
保護地区内の土地のうち天然記念物である鳥獣の生息地等を国若しくは地方公共団体に
買い取られる場合
オ�　都道府県立自然公園特別区域等の一定区域内の土地を地方公共団体に買い取られる場
合
ク�　「農業経営基盤強化促進法」の買取協議に基づき農用地区域内にある農用地を農地中
間管理機構に譲渡した場合
○　譲渡利益－1, 500万円＝課税所得
（注�）特定住宅地造成事業等の用に供するために土地等を譲渡した場合において，同一事
業の用地として二以上の年にわたって土地等を譲渡したときは，これらの譲渡のうち，
最初の譲渡が行われた年以外の譲渡については，この特別控除は適用しない。

　⑷�　農地保有の合理化のため
に農地等を譲渡した場合

イ�　農業振興地域内の農地等を農業委員会のあっせん等により譲渡した場合又は農地保有
の合理化に資するため農地中間管理機構若しくは農地利用集積円滑化団体に農地等を譲
渡した場合
ロ�　「農業経営基盤強化促進法」に規定する農用地利用集積計画の定めるところにより農
用地区域内の土地等を譲渡した場合
ハ�　「特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律」
の規定に基づく所有権移転等促進計画により土地等を譲渡した場合
ニ�　「林業経営基盤強化法」の規定による都道府県知事のあっせんにより，認定を受けた
者に山林を譲渡した場合
○　譲渡利益－800万円＝課税所得
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　　税　　制　　度　　の　　概　　要（続）
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　⑸�　平成21・22年に取得した
土地等を譲渡した場合

　平成21年１月１日から平成22年12月31日までの間に土地等を取得し，５年超所有した後
に当該土地等を譲渡した場合
○　譲渡利益－1, 000万円＝課税所得

　⑹�　資産の譲渡に係る特別控
除額の特例

　⑴～⑸の場合に適用される特別控除額は，年間5, 000万円を限度として認められる。

　⑺�　特定の資産の買換え，交
換の場合

イ�　所定の買換え・交換により生じた譲渡資産の譲渡益については，その80％につき，圧
縮記帳よる課税の繰延べを認める（昭45. 4. 1～令和2. 3. 31の時限措置〕。
　　なお，下記（ト）の買換えのうち，次の買換えに係る圧縮割合は次のとおり。
　①�　集中地域（３大都市圏）以外の地域から集中地域（東京23区を除く）への買換え：
75％

　②　集中地域（３大都市圏）以外の地域から特定の地域（東京23区）への買換え：70％
ロ�　譲渡事業年度に買換資産の取得ができない場合には，特別勘定を設定することにより
１年間（特定の場合は，税務署長の承認を得ることを条件に更に２年間）繰り越すこと
ができる。
ハ�　なお，１年前に先行取得した資産（特定の場合には，３年前の取得資産も可）につい
ても圧縮記帳の対象とすることができる。
ニ�　買換資産が土地である場合には，原則として，譲渡資産である土地の面積の５倍以内
の面積部分に限り圧縮記帳の対象となる。
イ　既成市街地等の内から外への買換え
ロ　航空機騒音障害区域の内から外への買換え
ハ　過疎地域の外から内への買換え
ニ　都市機能誘導区域の外から内への買換え
ホ�　土地等が土地の計画的かつ効率的な利用に資する施策の実施に伴って取得される場合
の既成市街地等（これに類する区域を含む。）内での買換え
ヘ�　危険密集市街地内における防災街区整備事業に関する都市計画に基づく土地等の買換
え
ト�　所有期間10年超の国内にある土地等，建物等を譲渡し，国内にある土地等，建物等又
は鉄道事業用車両運搬具を取得した場合の買換え
チ　日本船舶から日本船舶への買換え

　⑻　特定の交換分合の場合 イ�　農業振興地域の整備に関する法律の規定による林地等交換分合又は協定関連交換分合
により土地等を交換した場合
ロ　集落地域整備法の規定による交換分合により土地等を交換した場合
ハ　農住組合の組合員が農住組合法の規定による交換分合により土地等を交換した場合
○　圧縮記帳による課税の繰延べ

　⑼�　普通財産とその隣接する
土地等の交換の場合

　国有財産特別措置法の普通財産のうち一定の土地等（特定普通財産）とその隣接する土
地等とを交換する場合
○　圧縮記帳による課税の繰延べ

　⑽�　平成21・22年に土地等の
先行取得をした場合

　平成21年１月１日から平成22年12月31日までの間に土地等を取得し，本特例の適用を受
ける旨の届出書を提出している場合において，取得をした後10年以内に，所有する他の土
地等を譲渡したときの譲渡益については，先行して取得した土地等の帳簿価額を圧縮する
ことにより，その80％（平成22年に取得した土地等のみを本特例の適用対象とする場合に
は60％）相当額までの損金算入ができる（課税の繰延べ）。

　⑾　一般交換の場合 　１年以上保有していた固定資産を同種の資産（相手方が１年以上保有し，かつ，交換の
ために取得したもの以外の固定資産）と交換し，同一用途に供した場合で，かつ，双方の
価額の差額が20％以下の場合
○　圧縮記帳による課税の繰延べ
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